
10 熱供給 vol.110 2019

1．スマートエネルギーシステム

1.1　一括・共用エネルギーシステム

図 1.1 は、一括・共用エネルギーシステム＝本稿での

スマートエネルギーシステムを示します。エリアで一括受

電、エリアで熱源を共用設置、エリアで CG（コージェネ

レーション）を一括設置、エリアでエネルギーマネジメン

ト（AEMS）を一括で行ない、エリアで建物二次側の設備

管理を一括で行なうエネルギーシステムです。熱源は建物

ごとに設置し、熱融通導管を敷設して熱融通します。熱源

システムは AEMS や設備管理との連携により、さらに優

れたものとなります。

1.2　エリア一括・共用・面的融通

図 1.2 は、建物単独から、エリア一括・共用・面的融

通するスマートエネルギーシステムにすることの提案です。

そうすることで、★エリアの魅力や経済性を高め、★

BCP（事業継続計画）・BCD（業務継続地区）の強化を支

援し、★低炭素化を図り、▶魅力的で▶強靭で▶低炭素な

街をつくることができます。熱源台数は、建物単独熱源の

場合は、トラブル時すなわち 1 台故障時対応のため建物ご

とに複数台を設置しますが、エリア共用の場合は、熱融通

しますのでエリア一括で複数台を設置すれば済みます。

図1.1　一括・共用エネルギーシステム＝スマートエネルギー

図1.2　エリア一括・共用・面的融通
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図2.1　名古屋・ささしまライブ24地域のエネルギーシステム

図2.2　札幌市都心地域・創世エネルギーセンターのエネルギーシステム

図2.3　北海道大規模停電への対応
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2．BCP付地域熱供給の事例

2.1　名古屋・ささしまライブ 24 地域

図 2.1 に示すように、名古屋のささしまライブ

24 地域の地域熱供給では、

■低炭素化

★露橋水処理センターの下水再生水によるヒートポ

ンプチラー運転で低炭素化が図れ、特に温熱効率

が向上。

■ CG 導入（耐震ガス導管＋ BOS（ブラックアウ

トスタート））

★災害停電時に CG からプラントと愛知大学（需要

家）へ電力供給。

★災害断水時に蓄熱槽水を愛知大学へ雑用水として

供給。

2.2　札幌市都心地域・創世エネルギーセンター

図 2.2 に示すように、札幌市都心地域の創世エ

ネルギーセンターからの地域熱供給では、

■低炭素化

★冬季でも冷房需要があるため冷却塔によるフリー

クーリングで低炭素化が図れる。

★通常は利用されない CG のインタークーラー排熱

による融雪で低炭素化が図れる。

■ CG 導入（耐震ガス導管＋ BOS）

★災害停電時に CG からプラントとさっぽろ創世ス

クエア（需要家）へ電力供給。

2.3　北海道大規模停電への対応

図 2.3 は、2018 年 9 月 6 日に発生した北海道胆

振東部地震に伴う全道停電への上記の創世エネルギ

ーセンターでの BCP 対応を示します。

3：25 に停電が発生すると、プラントの CG1 台

を起動し、CG の排熱ボイラ、冷凍機等を運転し、

放送局（さっぽろ創世スクエア内の施設）へ冷水を

供給しました。7：00 には札幌市本庁舎（需要家）

へ冷水供給し、7：20 には CG を 2 台運転とし、さ

っぽろ創世スクエアの空調機ファンへ CG 発電電力

を供給して、冷水を供給しました。業務継続が必要

なテナント、特に放送局からは、冷房ができたこと

に感謝の言葉をいただいています。
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3．エリアのスマートエネルギー化

以下では、過去に検討したことがある某地

域を対象にして説明します。

3.1　建物単独エネルギーシステム

図 3.1 は、従来からの建物単独エネルギ

ーシステムです。建物ごとに受電し、建物ご

とに熱源を設置します。受電は、建物規模に

応じて特高受電や高圧受電となります。熱源

システムは、大規模建物では中央熱源が採用

されることが多いですが、図の右に示すよう

に、分散熱源を採用する建物もあります。

3.2　スマートエネルギーシステム

図 3.2 に、スマートエネルギーシステム

を示します。複数の建物で一括受電し、核と

なる建物に一括で CG を設置します。自営線

を敷設して、災害停電時には CG から電力

を供給します。熱源は建物ごとに設置します

が、熱融通導管を敷設して熱融通します。平

常時のみならず、災害停電時にも熱融通して

冷水と温水を供給します。熱源は、既設改修

時あるいは建替時に設置するので先行投資は

発生しません。

適切な建物にスマートセンターを設営し、

エリアマネジメント、情報マネジメント、防

災司令、民間交番、エリアエネルギーマネジ

メント、デマンドレスポンスの機能を持たせ

るとともに、環境学習センターの機能によっ

て環境問題等を学べるようにします。

3.3　複数エリアの連携

図 3.3 は、複数のエリアの連携を示しま

す。図 3.2 で示す「エリア 1」から先行スモ

ールスタートし、「エリア 2」～「エリア 4」

に拡大し連携します。スマートセンターを共

用することで投資と要員数を抑制でき、エリ

ア間での情報共有もできます。エリア間の熱

融通を少量でも行なえば、投資抑制、低炭素

化にもつながります。
図3.3　複数エリアの連携

図3.2　スマートエネルギーシステム

図3.1　建物単独エネルギーシステム
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4．スマートエネルギーの展開方法

4.1　事業化に向けて行なうべき行動

図 4.1 は、スマートエネルギーの事業化に

向けて行なうべき行動を示します。詳細検討す

ることを関係者が合意することから始めて、事

業内容の協議、事業者の選定、各設備設置スペ

ースと熱融通導管の敷設空間と経路の確保、エ

リアマネジメント組織との連携、災害停電時の

電源と雑用水の供給先と供給量の決定、エリア

一括設備管理やエリア一括エネルギーマネジメ

ント導入の合意などが必要です。

4.2　行政による誘導と支援

図 4.2 の左側に示すように、「スマートエリ

ア」と「スマートエネルギー事業」を実現する

には、行政の誘導と支援による後押しが無形の

大きい推進策となります。エリアマネジメント

協議会によるスマートエリア実現への誘導と支

援、スマートエネルギー事業の環境性・BCP

性能・経済性の認知度向上策などがあります。

制度上できることとして、インセンティブ確保

の支援などがあります。

4.3　スマートエリア化の合意と発進

図 4.3に示すように、エリアマネジメント

協議会による「スマートエリア化」と「スマー

トエネルギー事業化」について、ステークホル

ダー間で合意できれば協定を結び発進できます。

そのためには、本連載第 3回目で述べるスマー

トエネルギーを評価する 4つの視点が優れてい

ることを定性的、定量的に提示し、ステークホ

ルダーに納得してもらうことが肝要となります。

図4.3　スマートエリア化の合意と発信

図4.2　行政による誘導と支援　

図4.1　事業化に向けて行なうべき行動
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